
1.　はじめに

1970 年代に「補強土壁」が日本で初めて導入
されて以降，取得用地や盛土量の大幅な縮減，施
工の容易さ等の補強土壁が持つ大きな利点を生か
し，これまで特に道路分野において数多くの補強
土壁が適用されてきた。一方で人口減等の社会変
化を受け，昨今では予防保全を取り入れた社会イ
ンフラ施設の効率的な維持管理が求められている。
補強土壁の構成要素は，主に盛土材，壁面材お
よび補強材に分類される。これらのうち盛土材は
自然材料であり，スレーキング性の材料や浸水に
よる強度低下等を除けば，一般的には時間の経過
とともに締め固められ強度低下は生じないと考え
られる。また壁面材は補強材の表側に位置してお
り，異常が生じた場合に外観から確認しやすい。
一方で補強材は常に土中に埋設されており，その
損傷，破断，過緊張等の異常を外観から確認する
ことは容易ではなく，補強土壁の維持管理上の課
題となっている。
筆者らは代表的な補強土壁の一つである多数ア
ンカー式補強土壁を対象として，補強材を容易に
診断することが可能な壁面材「NDパネル」を開
発した。これにより，壁面材の一部を破壊するこ
となく，引張部材として機能している補強材を対
象とした各種の非破壊検査の実施が可能となった。

ここではNDパネルと，補強材の診断に適用可能
な 2種類の非破壊試験（超音波探傷，リフトオフ
試験）の概要および現場への適用事例を紹介する。

2.　NDパネルの概要

図－ 1に一般的な壁面材および NDパネルを
用いた場合の部材構成を示す。一般的な壁面材を
用いた場合は，上下の壁面材を連結させるための
コネクターにロッドアイをつないだ補強材を接続
する。NDパネルも同様に上下の壁面材をコネク
ターでつなげるものの，補強材にはロッドアイを
接続させず，補強材の一端を壁面の前に突出させ
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図－ 1　多数アンカー式補強土壁の部材構成
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る構造を採用している。壁面材の前には支圧板が
配置され，補強材に作用する引張力をこの支圧板
を介して壁面材に伝達させる。壁面材の補強材貫
通部にはハンチを設けており，盛土材が多少沈下
しても補強材と壁面材が接触せず補強材に過度な
せん断力が発生しない構造になっている。
また，補強材の突出部には防錆剤を充填した保
護キャップが設置されており，診断時には保護キ
ャップを外し，終了後に再び取り付ける。なお，
壁面材の形状，厚さ，補強材の配置位置は一般的
な壁面材と同じである。そのため，従来の手法で
設計された多数アンカー式補強土壁にもそのまま
適用が可能である。

3.　�非破壊検査の原理と�
補強材診断への適用

⑴　超音波探傷
超音波探傷は比較的高い周波数の弾性波を使用
して，鋼材の微細な亀裂や溶接部の不具合を高精
度に検知できる測定法であり，既に多くの構造物
の診断で利用されている。超音波探触子を鋼材端
部に押し付けることにより測定を行う。測定前に
あらかじめ測定面の研磨や接触媒質（グリス）の
塗布が必要である。図－ 2に示すとおり，測定時
にはエコーが最大となる位置が自動的に距離表示
され，この箇所が補強材長さに相当する。補強材
に損傷がある場合もその箇所でエコー値が高くな
るため，損傷の有無とその大小をある程度確認で
きる。
実際の補強材を対象に気中で検証した結果，補

強材長さについては 4 m まで検知可能であり，
それ以上の長さの場合は検知の精度が低下する。
これは高周波の弾性波を用いるため波動が減衰し
やすく，長い補強材の場合では端部まで弾性波が
届かないか，反射波が減衰してしまうことが原因
と考えられる。一方で，補強材の長さが 4 m 以
下の場合，補強材の面積欠損率が 3%と小さい場
合でも，その損傷位置を捉えることができること
が分かった 1），2）。

⑵　リフトオフ試験
図－ 3に示すとおり，リフトオフ試験は，セン
ターホール型油圧ジャッキを用いて引張材に緊張
力を段階的に加え，引張材に設置したくさびやナ
ット等が受圧板から離れる状態（リフトオフ）ま
で緊張力を増加させ，その状態での緊張力をリフ
トオフ荷重として計測する方法である。リフトオ
フ荷重は荷重変位関係の折れ点として捉えること
ができる。リフトオフに移行した状態では引張材
に生じている張力のうち，くさびやナット類に分
担される反力が正からゼロとなるため，リフトオ
フ荷重は緊張前に引張材に作用している引張力と
みなすことができる。リフトオフ試験はグラウン
ドアンカーの健全性を診断する際のプレストレス
力の計測等で実用化されている。

多数アンカー式補強土壁の補強材にリフトオフ
試験を適用した場合，試験を実施する以前に補強
材に作用している引張力の計測が可能となり，過
緊張等の異常を捉えることができると考えられ
る。なお，多数アンカー式補強土壁の補強材はア
ンカー体のみに抵抗力を期待するグラウンドアン

図－ 3　リフトオフ試験の実施状況と結果の概要

図－ 2　超音波探傷の結果出力例
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カーと抵抗機構が似ており，アンカープレートの
支圧抵抗のみに期待し，ロッド部の摩擦力は見込
まず自由長を有する。そのため多数アンカー式補
強土壁の補強材を対象としてリフトオフ試験を行
った場合，自由頂部の摩擦が小さいためリフトオ
フ荷重を比較的捉えやすいと考えられる。

4.　適用事例

対象とした補強土壁は，東北地方の有料道路に
構築した多数アンカー式補強土壁のうち，写真－
1に示す起点側の延長 16.5 m，壁面高さ 1.5 〜
3.0 m，嵩上げ盛土高さ約 7 m の区間である。こ
の区間ではほぼ全ての壁面材に NDパネルを適

用した。盛土材の細粒分含有率は 33% である。
ここでは超音波探傷およびリフトオフ試験を
2018 年から 2021 年まで毎年実施した。診断の対
象とした補強材の位置および補強材長さを図－ 4
に示す。
超音波探傷の実施状況を写真－ 2に示す。ここ
では，写真－ 3に示すコンクリートのひび割れや
内部損傷の測定に使用される一般的な機材である
超音波探傷器（UI-27：菱電湘南エレクトロニク
ス社製）およびアンカーボルトなどの調査等で一
般的に使用される超音波垂直探触子（5Z10N：
5 MHz）を使用し，探触子を鋼材端部に押し付け
て測定を行った。
リフトオフ試験では写真－ 4に示すとおり，セ

図－ 4　対象とした補強材の位置と補強材長さ

写真－ 1　NDパネルの適用箇所

写真－ 2　超音波探傷の実施状況

写真－ 3　使用した超音波探傷器

写真－ 4　リフトオフ試験での載荷および計測装置
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ンターホール型油圧ジャッキ（SC1.2-40S および
P-16B：理研機器社製）を用いて各補強材に引張
力を与え，補強材に設置しているナットが支圧板
から離れるまで載荷した。引張力はセンターホー
ル型荷重計（容量 200 kN），ナットの変位は変位
計を用いてそれぞれ計測した。載荷ステップは
1 kN ごととし，各載荷ステップで 10 秒間の荷重
保持を行った。図－ 3に示すとおり，荷重変位関
係の折れ点をリフトオフ荷重として整理した。
超音波探傷による補強材長さの測定値と実際に

埋設されている補強材長さとの差の経年変化を図
－ 5に示す。この結果より，補強材長さにかかわ
らず年数が経過するとともに超音波探傷による測
定値が若干小さくなることが分かる。補強材長さ
を測定できた本数の割合（検知率）の経年変化を
図－ 6に示す。補強材長さが 3900 mmの場合は
全て測定可能であったのに対し，補強材長さが長
くなると経年的に検知率が低下することが分か
る。これらの結果より，時間の経過とともに盛土
材の圧縮が進行し補強材への拘束力が大きくな
り，入力波もしくは反射波伝達速度の低下あるい
は減衰が生じたことが，測定長さの減少や測定で

きない箇所の増加の要因であると考えられる 3），4）。
リフトオフ試験で得られた荷重変位関係の例を
図－ 7に示す。この例では測定時期によって多少
の差はあるものの，グラフの折れ点からリフトオ
フ荷重はおおむね 14~20 kN の範囲内にあること
が分かる。全ての補強材のリフトオフ荷重と壁面
上端からの土被り厚さごとの全データを図－ 8
に，各土被りにおけるリフトオフ荷重の平均値の
経年変化を図－ 9にそれぞれ示す。
嵩上げ盛土が構築されていなかった 2018 年で
は土被り厚さが小さい補強材のリフトオフ荷重が
小さいが，嵩上げ盛土が構築された 2019 年以降
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図－ 5　超音波探傷による測定差の推移
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図－ 6　超音波探傷の検知率の推移
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図－ 7　リフトオフ試験の荷重変位関係の例（No.9）
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図－ 8　リフトオフ荷重と土被りの関係
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図－ 9　リフトオフ荷重の平均値の経年変化
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はリフトオフ荷重が上昇しており，張力の増大を
捉えていることが分かる。一方で土被り厚さが
1.5 m 以上の場合は嵩上げ盛土構築前後でもリフ
トオフ荷重が変化せず，嵩上げ盛土構築の影響は
限定的であったと考えられる。なお，いずれの補
強材についても張力は許容引張力を下回ってお
り，過緊張は認められなかった。

5.　結論と展望

多数アンカー式補強土壁では構造部材として実
際に機能している補強材の診断を容易にするた
め，NDパネルを開発した。この壁面材を用いる
ことで超音波探傷およびリフトオフ試験等の手法
を用いて補強材の状態を壁面前面側から診断する
ことが可能であり，既に現場で適用され始めてい
る。ただし各診断手法には補強材長さや土被り厚
さ等に適用範囲の限界があるため適切に使い分け

るとともに，各診断技術のさらなる精緻化を検討
し，より手軽に行えるように簡略化も進めていき
たいと考えている。
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